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講義教材ティーチング・ノート

対象とする学習参加者：

企業その他の組織において、技術経営に関して意志決定をする立場にある者、また、技術経営に関する制度の設計を行う立場にある者。開発技術および生産技術に携わる者。企業倫理や企業の社会的責任に関係する部署に属する者。

参加対象者詳細具体例
(1) トップマネジメント及びその候補者

(2) 技術系の部門のトップおよびその候補者
(3) 組織設計部門（企画部など）のスタッフ
(4) 開発および生産に携わる技術者
(5) エシックスオフィス等のスタッフ
学習目標：

技術経営にたずさわる者が広い視野を持たなくてはならないよい例が異文化理解の問題や環境の問題である。
ここではグローバリズムや環境問題の基本的な考え方を紹介する。

ティーチングノート：

ページ１ サブタイトル：

ノート：技術経営にたずさわる者が広い視野を持たなくてはならないよい例が異文化理解の問題や環境の問題である。
ここではグローバリズムや環境問題の基本的な考え方を紹介する。

ページ２ サブタイトル：今回の講義の流れ

ノート： グローバルな視点
二つの事例　味の素、ネスレ
グローバルな視点を養うために

環境問題

環境問題の類型

環境倫理の考え方

ページ３ サブタイトル：グローバルな視点
ノート：技術業の国際化
製品の輸出
企業自体の多国籍化（製造工程）
個人のレベルでも国外で仕事をする機会は増えてきている
ということはそれだけひとりひとりの行動がさまざまな文化の人に影響を与える可能性が大きくなっているということでもある。
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工学倫理においても、国際的な視点に立って技術者の責任をとらえる考え方が強調されてきている。
ページ４ サブタイトル：問題となりうる文化的違いの類型

ノート：生活習慣の違い
価値観の違い
グローバルな視点
ページ５ サブタイトル：（１）生活習慣の違い　乳児用粉ミルク
ノート：1970年代、先進国の粉ミルクが発展途上国に輸出された結果、多くの乳児が感染症で死亡したとされる
（WHOの1980年当時の推計では粉ミルクで育てると感染症で志望する率が２０倍以上になるとのこと。粉ミルクを母乳にかえるだけで年間150万人の乳児の命が救える計算。）
特に粉ミルクを積極的に発展途上国に販売していたネスレに対しては国際的なボイコット運動がおきた。
この運動をうけて、
1981年にWHOとユニセフが『母乳代替品のマーケティングに関する国際基準』を作成
母乳代替品は宣伝してはならない、無料サンプルを提供してはならない等の規制が定められている（日本はこの決議に対して棄権）
ネスレに対しては、この基準を遵守していないとしてその後もボイコット運動がつづいている。
ページ６ サブタイトル：事例の分析

ノート：発展途上国での粉ミルクの使用で死亡率があがることが判明したあとでも売り込みを続けるのは問題外としても、そもそもの発端はその商品が使われる環境についての無知、無関心が原因ではないかと思われる。
具体的には
衛生環境（粉ミルクを溶くのにきれいな水を使えるかどうか）
人々の予備知識（不衛生なほ乳びんと感染症の関係についての知識）など
ページ７ サブタイトル：（２）価値観の違い
ノート：インドネシア味の素事件
1969年　インドネシアにおける味の素の販売開始（イスラム指導者会議(MUI) によってイスラム法に反しない製品であるとの認定をうける）
1998年　味の素の製造工程の変更（発酵に使うバクテリアの培地としてアメリカから輸入した大豆蛋白を使うようになったが、その製造に豚に由来する酵素バクトソイトーンが使われていた。ただし最終製品には豚は含まれない）
2000年９月　認定期限切れによる再審査の結果、製造工程の変化が明らかになる
2000年１１月　味の素側はバクトソイトーンを使わない工程に切り替え
2001年1月　MUIと保健省、宗教省などから構成される会議が味の素はイスラム法に反するという決定を発表、味の素製品の回収を命令
　　味の素社が謝罪を発表し、製造工程がすでに変更されていること、最終製品には豚は含まれていないことを説明
　　味の素社幹部8人の逮捕
　　ワヒド大統領が味の素製品を食べても大丈夫だと声明を発表、逮捕されていた幹部は釈放される
2001年２月　MUIが味の素はイスラム法に反しないと認定

ページ８ サブタイトル：ポイントのまとめ

ノート：この事件の場合、製品そのものには豚に由来する成分は入っていなかったが、製造工程で豚に由来する酵素（バクトソイトーン）を使っていたためイスラム法に反すると判断された。
しかし、大統領声明からも分かるように、この事例がイスラム法違反になるかどうかは解釈の余地がある。
味の素のインドネシアでの発売が認可された時点(1969年）ではバクトイソーンはつかわれていなかったが、その後(1998年）製造工程が変更された。
事件が深刻化したのは味の素がバクトソイトーンをさらに他の酵素に切り替え、形の上では問題が解決したあとだった。
ページ９ サブタイトル：「選好」とは

ノート：人はそれぞれ、何がすきで何が嫌いか、何が大事で何が大事でないか、何が譲れない問題で何がどうでもよい問題かについて一定の序列を持っている（一番大事なもの、次に大事なもの、等）。この序列のことを「選好」とよぶ。「豚肉を食べるくらいなら死んだ方がましだ」という人は、「豚肉を食べる」という選択肢と「死ぬ」という選択肢を比べて、後者をより好ましい選択肢として選んでいる、すなわち、「死ぬ」ことを「豚肉を食べる」ことより選好している。
選好の序列には個人差もあるが、文化的な差も大きい。味の素事件ではこれが重要な役割を果たしていると考えられる。

ページ10 サブタイトル：

ノート：グローバルな視点を養うのに何をすればよいか
顔の見えにくい人々への想像力
ここで挙げた事例のすべてに共通する要因として、自分に身近でない人々、良く知らない国の良く知らない人々について想像力が欠如していたということが挙げられるのではないか。
単純に自分や自分の家族が相手の立場に立っていたら、と想像するだけでも、相手に対する配慮に関してかなりの差が生じるはず。（粉ミルクで死ぬのが自分の子供だったら、ボパールの工場の周りに住んでいるのが自分の家族だったら）
しかし、「相手の立場に立つ」には、単に相手と自分を入れ替えるだけでは不十分であることが「味の素」の例などからわかる。
理想的には、相手にきちんと配慮するには、自分がもし相手と同じ生育環境で育ち、相手と同じような知識を持ち、相手と同じような選好の序列を持っていたらどうか、と想像する必要がある。それは無理にしても、そこに少しでも近づける努力をするのが大事。
ページ11 サブタイトル：異文化想像力を養う
ノート：通約不可能性
哲学では視点や関心の差から生じる認識の差についてさまざまな分析がなされている。
まったく違う世界観からは基本的な出来事でさえも違って見える。
例：天動説の立場からは「太陽が東から昇っている」と見える出来事は、地動説の立場からは「地球が東に回転している」と見える。
極端な場合にはそのために意思疎通さえ不可能になることがある（通約不可能性）


通約不可能な意見の差に敏感になり相手の「世界観」から状況を見てみることは異文化理解の第一歩。
ページ12 サブタイトル：通約不可能な意見の差が生じている徴候

ノート：予備知識にはほとんど差がないにもかかわらず、自分が決定的だと思う証拠や議論を提出したのに、相手がまったくそれを認識していないように見える。
　同じく、予備知識にはほとんど差がないにもかかわらず、相手の質問や意見が、字面の上では理解できるが、なぜそういう質問や意見が出てくるか理由が分からずどう答えてよいかもわからない。
　同じ質問に同じ答えがかえされるといった不毛なやり取りが何度も繰りかえされる。
解消の方法
相手の価値観（何が重要な問題で何が重要でないか）を推定し、その価値観を身につけたものからは世界がどう見えるか考える
相手の議論の背後に自分の気付いていない前提がないか考える
自分の推論の背後に相手にとって受け入れられない前提がないか考える。

ページ13 サブタイトル：

ノート：以上の講義を参考に、何が原因で「味の素」事件は深刻化したか、どうすれば深刻化は防げたかを考えてみよう。
（ディスカッションないし練習問題形式で）
分析
豚肉を食べてはいけないという戒律を形式的に理解すると、豚を成分として含んでいない味の素がそもそもなぜ問題になるか理解できない。
視点の差によってものの見え方が全く違うことの理解の必要性
味の素社側がすでに対応を行ってから事態が深刻化したことを見ても、これが単なる戒律違反の問題ではなく、味の素社がわの態度などさまざまな要因が働いていることが予想される。
ページ14 サブタイトル：環境問題

ノート：グローバルな視点の一種としての環境への配慮
環境への配慮もまた、上で述べたようなグローバルな視点を持つための配慮と通じるものが多々ある。ただ、ここでは、想像力を働かせなくてはいけない対象が、何百年も先の人々であったり、環境配慮型の価値観であったり、あるいは野生動物であったりするため、より想像力を働かせるのが難しくなっている。
ページ15 サブタイトル：環境保護運動の三段階
ノート：環境保護運動は一般に三つの段階を経てきたとされている。
第一段階：自然愛好型（１９世紀から）
第二段階：公害型（１９６０年代以降）
第三段階：共有地の悲劇型（１９８０年代以降）
ページ16 サブタイトル：環境問題の三段階
ノート：第一段階：自然愛好型
自然の美的価値、情緒的価値に基づく運動
シエラクラブ、オーデュポン協会など、現在も活動する自然保護団体が１９世紀中ごろに設立された。
例：アメリカにおける国立公園運動
特にヨセミテ国立公園の設立や、公園内にダムを作る計画をめぐる運動が有名。
この計画については自然保護のあり方は「保存」であるべきか「保全」であるべきかをめぐって論争が行われた。
保存（preservation) ありのままの自然を残す
保全(conservation)　人間にとって有用な形で自然を保護する
前者の根拠として自然の美的価値や自然への畏敬が持ち出された。
ページ17 サブタイトル：環境問題の三段階

ノート：第二段階：公害問題型
１９６０年代に公害が社会問題化
例：水俣病
水俣市のチッソの工場からの廃液にメチル水銀が混じっており、水俣湾にたまったメチル水銀が食物連鎖を通じて漁民の体内に蓄積、
次に挙げるタイプの環境問題とくらべ、公害問題は以下のような特徴を持つ
明確な加害者と被害者の存在
局地的で深刻な被害
個別対応が可能
ページ18 サブタイトル：環境問題の三段階

ノート：第三段階：共有地の悲劇型
「共有地の悲劇」は環境問題の特徴をあらわすためによく使われる比喩。
共有の牧草地にひとりひとりが一頭ずつ牛を放牧していた間はうまくいっていたが、各人がこっそり二頭ずつ放牧したために共有地が不毛化してしまう。
オゾン層破壊、地球温暖化、ゴミ問題、資源問題など、これと同じ構造の問題は多い。
これらの問題の一般的な特徴をあげると、
加害者の範囲が曖昧
全世界的だが少なくとも当面目に見える被害は少ない
さまざまな問題がからみ合うため全体としての視野が必要

ページ19 サブタイトル：環境問題の四類型
ノート：環境問題を類型化すると以下の様にわけることができる
（１）生物種の減少（希少生物の保護など）
（２）資源の枯渇（化石燃料、鉱産資源）
（３）生態系の劣悪化（地球温暖化、水質汚染、公害、原発事故等）
（４）廃棄物の累積（ゴミ処理施設、リサイクル、放射性廃棄物）
環境問題の難しさは、一つにはこれらの問題がそれぞれ複雑な影響関係をもつ点にある。ゴミを減らそうとしてリサイクルをすることで、より多くのエネルギーを利用することになり、資源枯渇をはやめ温暖化を促進するということがありうる。
ページ20 サブタイトル：環境倫理学における主流の立場
ノート：環境倫理学において多くの論者が受け入れている考え方を三つにまとめる。
（１）地球の有限性の強調
（２）世代間倫理
（３）生物保護
ページ21 サブタイトル：環境倫理学における主流の立場

ノート：（１）地球の有限性の強調
地球は有限でしかも微妙なバランスの上に成り立つシステム
これまで本人の自由にまかされていたことも地球全体を有限なシステムとみる観点からは他者への危害とみなしうる可能性がある。（外部不経済の内部化）
→経済システムの見直し
ページ22 サブタイトル：環境倫理学における主流の立場

ノート：（２）世代間倫理
未来の世代は現存しないため、現行の民主主義のシステムでは未来世代の利害を適切に反映することができない
正義の問題は、現在の世代の中でも、環境リスクを均等に分け合うという文脈で問題になる（たとえば公害輸出によって途上国の人たちに公害を押し付けるのは環境正義に反する）

「目の前にいない人たちへの想像力」が必要になる

→意志決定システムの見直し
ページ23 サブタイトル：環境倫理学における主流の立場

ノート：（３）生物保護（個々の生物の保護、種の保護、生態系の秩序の保護）
人間中心的な倫理観の否定
ただし、それにかわるものとして何が必要かについては意見が分かれる

ここでも想像力が重要。

たとえば「個々の生物の保護」を真剣に考えるには、人間以外の動物の苦しみを想像できなくてはならない。

→基本的価値観の見直し
ページ24 サブタイトル：環境配慮の具体的指針

ノート：ISO (国際標準化機構）の14000シリーズ
特に製造業に関係があるのは14040シリーズにおいて規定されるライフサイクルアセスメント(LCA)

LCAとは
製品の環境への負荷をライフサイクル（生産から使用、廃棄まで）全体として計算

全体としての負荷がもっとも小さくなるような製造を心掛ける。
化学系企業の「レスポンシブル　ケア」の取り組み　
企業の側が率先して責任を引き受け、運動を展開する例
製造して終わりにするのではなく、製品の危険性についてユーザー（化学系企業の場合には主にそれを利用して消費材を作る製造業者）に知らせる
ページ25 サブタイトル：環境問題についての考え方

ノート：まとめ

以上のような指針はもちろん環境配慮の全体をカバーするものではない。

→指針に従えばよい、という態度では、十分な環境への配慮はできない。

主体的に環境問題をとらえるには、ここで触れたような原理的なレベルでの理解が必要。

講義におけるインストラクター、教員の条件：

環境倫理について知識のある者
科目開発担当者：

黒田光太郎（名古屋大学工学研究科教授）、
伊勢田哲治（名古屋大学情報科学研究科助教授）、

戸田山和久（名古屋大学情報科学研究科教授）、

杉原桂太（南山大学社会倫理研究所非常勤研究員）
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